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図表 2 メンバー各社の具体的なニーズ 
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1. 背景 

企業内に日々生成・蓄積される情報は企業の成長のためには必要不可欠の要素となっている。しかし

ながら業務ごとに部分最適化が図られてきた結果、その情報が散在化・複雑化し業務間で有効活用がで

きないことが問題となっている。情報を統合し活用するために、情報のリアルタイム性、急激な変化に

対応する柔軟性を低コストかつ短期間で確保することによる全体最適化が求められている。これらを実

現する方法の一つとしてＥＩＩ(Enterprise Information Integration)が注目を集めている。 

 

2. 研究目的と進め方 

本分科会では具体的なニーズに基づいてＥＩＩの適用研究を行い、その有効性を検証することを目的

とする。検証方法として、①ＥＩＩおよび周辺技術を調査し、ＥＩＩの機能と特徴を明確にする。続い

て②本分科会メンバー各社のニーズを調査・分析し適用方法の仮説を立て、③実際に複数のプロトタイ

プを作成し、ＥＩＩの適用ケーススタディを試みる。④その結果に基づき、ＥＩＩの有効性を検証する。 

 

3. 研究成果 

3.1 ＥＩＩと周辺技術調査 

本分科会で定義したＥＩＩを図表 1に

示す。分散管理されているデータソース

は、アダプタにより収集され、データモ

デルを揃えるマッピング機能とデータ形

式を揃えるクレンジング機能によりデー

タ統合が行われ、仮想ビューとして利用

側システムに提供される。周辺技術とし

て、データソースを複製するレプリカ、

高速化するキャッシュ、仮想ビューによ

る配信、監査証跡としてロギング、権限

管理のロールなどがある。ＥＴＬがバッ

チ処理向きのデータ統合技術であるのに

対して、ＥＩＩは利用側からの検索依頼に応じたオンデマンドで処理されるので、異種形式の分散デー

タを利用目的に応じた仮想ビューとしてリアルタイ

ムに利用できる点が最大の特徴である。導入のデー

タソースの改造が不要、メタ定義により柔軟に変更

可能など多くの利点を持つ。 

 

3.2 ＥＩＩ適用研究 

本分科会メンバー各社にヒアリングを行ったとこ

ろ、単に分散しているデータを統合するという要件

だけではなく、多用な要望が複雑に絡み合ったもの

が多いことがわかった。そこで本分科会では、27個

の具体的ニーズに分類し、それらに優先順位をつけ

上位 7つ（「分散データベース」「プラットフォーム」
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図表 1 本分科会で定義するＥＩＩのアーキテクチャ
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「データ形式」「リアルタイム性」「性能」

「巨大データソース」「セキュリティ」）を

重要ニーズとして注目した（図表 2）。これ

らの従来技術では解決が難しいニーズをＥ

ＩＩの技術と結びつけ各社のニーズを整理

し有効性を検討した（図表 3）。 

 

3.3 ケーススタディ 

図表 3の検証を目的として、検証可能な

３つのケースを選択し、開発中の富士通製

ＥＩＩを用いたプロトタイプで適用ケース

スタディを実施した。 

ケース１：[製造Ａ社] 工場拠点ごとに

分散されたデータベースをリアルタ

イムに統合 

ケース２：[金融Ｂ社] 企業合併に伴う異なるデータ定義で構築された顧客データベースのマスタデ

ータ統合 

ケース３：[流通Ｃ社] Ｂ２Ｂにおける利用者ごとに最適化（情報・セキュリティ）した情報提供 

 

図表 4 ＥＩＩ適用前後のシステムイメージ（ケース２の適用例） 

適用前イメージ     適用後イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．結果と考察 

以下に各ケースの検証結果を述べる。 

ケース１：３つのデータベースに分散する４０万件×１０８項目のデータを０．７秒で統合できた。 

ケース２：構造の異なる１１４万件（１０テーブル）のデータを５秒前後で統合できた。 

ケース３：利用目的ごとに専用の仮想ビューでアクセスできることを確認できた。 

いずれのケースでもデータソースの改造は必要なく、ＥＩＩのメタ定義により２日間のプロトタイプ

検証で容易に構築することができた。また、更新された元データがリアルタイムで結果に反映されるこ

とが確認できた。一方、セキュリティや集計機能など、アプリケーション側での対応との組み合わせで

実現するニーズがあることを確認した。今回は検証環境の都合上、「セキュリティ」や「プラットフォー

ムの違い」についてはプロトタイプによる検証ができなかったが、残りの５項目については図表 3の「●」

に示す通り、有効性を確認することができた。 

 

5．まとめ 

既存システムに変更を加えずに仮想統合を実現できるＥＩＩは、非常に構築しやすく導入の敷居が低

いツールであり、従来技術では難しかった分散データのリアルタイム活用などに有効であることが、プ

ロトタイプによる検証を通じて確認できた。 

今後導入・活用するためには、現在は十分成熟していないＥＩＩ開発支援ツールの充実や選定・導入

のガイドラインが必要であり、ＥＩＩの技術動向について注目して行くべきであると考える。

図表 3 ニーズ別のＥＩＩの有効性 
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